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表紙*電子提供措置用*

株式会社新日本科学

第53回定時株主総会
日 時
2026年６月26日（金曜日）
午後１時00分 (12時00分開場)

場 所
TKPガーデンシティ鹿児島中央　2階　桜島プレミアム

　鹿児島県鹿児島市中央町26-1 南国アネックス

株主の皆様へのお願いとご案内

株式会社新日本科学の第53回定時株主総会につきまして、下記のとおり、当社方針とお願い事項
をご案内いたします。株主の皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。
・本株主総会の議決権行使は、書面（郵送）又はインターネットによる事前行使が可能ですので、利用を
ご検討ください。

・書面（郵送）による事前の議決権行使をご利用いただく場合、議決権行使書に議案に対する賛否をご記
入のうえ、2026年６月25日(木曜日)午後５時30分までに到着するようご返送をお願いいたします。ま
た、書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示が
ない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

・インターネットによる事前の議決権行使をご利用いただく場合、後記「インターネットによる議決権　
行使のご案内」に従って2026年６月25日(木曜日)午後５時30分までに議案の賛否のご入力を完了する
ようお願いいたします。

・座席数を超える数の株主様がご来場された場合、ご入場いただけないこともございますので、あらかじ
めご了承ください。
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株主各位

株 主 各 位 証券コード 2395
（発送日）2026年６月11日

（電子提供措置の開始日）2026年６月４日

鹿 児 島 市 宮 之 浦 町 2 4 3 8 番 地
株 式 会 社 新 日 本 科 学
代 表 取 締 役 会 長 兼 社 長 永田 良一

第53回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

さて、当社第53回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置

事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイト
に「第53回定時株主総会招集ご通知」として掲載しております。

当社ウェブサイト　https://snbl.com/ir/ir-event/stockholders-meeting/

株主総会資料　掲載ウェブサイト　https://d.sokai.jp/2395/teiji/

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「新日本科
学」又は「コード」に当社証券コード「2395」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧
書類／PR情報」を順に選択のうえ、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会
資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日ご出席願えない場合は、インターネット又は書面（郵送）により議決権を行使
することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討くださいまして、後記
「議決権行使のご案内」をご参照のうえ、2026年６月25日（木曜日）午後５時30分までに
議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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株主各位

記
１． 日 時 2026年６月26日（金曜日）午後１時00分　(12時00分開場)
２． 場 所 鹿児島県鹿児島市中央町26-1 南国アネックス

TKPガーデンシティ鹿児島中央　2階　桜島プレミアム

３． 会議の目的事項
報告事項 １. 第53期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算

書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第53期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案 定款の一部変更の件
第２号議案 取締役14名選任の件

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。

◎ 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない
場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

◎ 電子提供措置事項については、前ページの各ウェブサイトにアクセスのうえご確認いただくことを原則
とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りいたします。なお、電子提
供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第16条第２項の規定に基づき、次に掲
げる事項を除いております。

(１) 事業報告の「主要な事業内容」「主要な事業所」「会社の新株予約権等に関する事項」「会計
監査人の状況」「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他業務の適正を確保するための体制」「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概
要」「株式会社の支配に関する基本方針」

(２) 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
(３) 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

したがいまして、お送りする書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人
が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、
修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

以　上
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示のうえ、ご返送ください。

次ページの案内に従って、議案の賛否
をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年6月26日（金曜日）
午後１時（受付開始：12時）

2026年6月25日（木曜日）
午後5時30分到着分まで

2026年6月25日（木曜日）
午後5時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたしま
す。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
0120-768-524

（受付時間　年末年始を除く9:00～21:00）
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第１号議案　定款の一部変更の件

株主総会参考書類

第１号議案 定款の一部変更の件

現 行 定 款 変　更　案
(招集権者及び議長)
第15条　株主総会は、取締役社長がこれを招

集し、その議長となる。

(招集権者及び議長)
第15条　株主総会は、取締役会長がこれを招

集し、その議長となる。

2　取締役社長に事故があるときは、あ
らかじめ取締役会にて定めた順序に従
い、他の取締役がこれに代わる。

2　取締役会長が欠員のとき又はあらか
じめ取締役会長が指名したときは、取
締役社長が行う。

3　（新設） 3　取締役会長及び取締役社長がいずれ
も欠員のとき又は事故があるときは、
取締役副社長がこれに代わる。

4　（新設） 4　取締役副社長が欠員のとき又は事故
があるときは、あらかじめ取締役会に
て定めた順序に従い、他の取締役がこ
れに代わる。

議案及び参考事項

１.提案の理由
コーポレートガバナンスの一層の強化・充実を図るとともに、将来の経営体制の柔軟化に資すること
を目的として、現行定款第15条及び第22条に変更を加え、株主総会・取締役会の招集権者及び議長に
所要の変更を行うものであります。

２.変更内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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第１号議案　定款の一部変更の件

現 行 定 款 変　更　案

（第16条～第21条 条文省略） （第16条～第21条 現行通り）

（取締役会の招集権者及び議長）
第22条　取締役会は、法令に別段の　定めが

ある場合を除き、取締役社長が招集
し、その議長となる。

（取締役会の招集権者及び議長）
第22条　取締役会は、法令に別段の定めがあ

る場合を除き、取締役会長が招集し、
その議長となる。

2　取締役社長に事故があるときは、取
締役会においてあらかじめ定めた順序
に従い、他の取締役がこれに代わる。

2　取締役会長が欠員のとき又はあらか
じめ取締役会長が指名したときは、取
締役社長が行う。

3　（新設） 3　取締役会長及び取締役社長が欠員の
とき又は事故があるときは、取締役副
社長がこれに代わる。

4　（新設） 4　取締役副社長が欠員又は事故がある
ときは、あらかじめ取締役会にて定め
た順序に従い、他の取締役がこれに代
わる。

－ 7 －



2026/06/01 11:26:01 / 25299449_株式会社新日本科学_招集通知_電子提供措置用

第２号議案　取締役14名選任の件

第２号議案 取締役14名選任の件

候補者番号 氏　名 現在の当社における地位・担当

1 なが

永
た

田
 

　
りょう

良
いち

一 再 任
　

代表取締役会長兼社長
CEO兼CHO(最高健康責任者)
TR事業管掌・水産事業管掌

2 ひら

平
ま

間
 

　
ひで

英
ゆき

之 新 任
　

専務執行役員

3 なが

永
た

田
 

　
いち

一
ろう

郎 再 任
　

代表取締役副社長 COO
CRO事業管掌・投資事業管掌

4 たか

高
なし

梨
 

　
 

　
けん

健 再 任
　

取締役副会長
SGG管掌・米国不動産事業管掌
グローバル事業推進本部長

５ つ

角
さき

﨑
 

　
ひで

英
し

志 再 任
　

専務取締役
技術情報管掌・海外営業管掌・
NHP ARC管掌 欧米営業統括部長

６ いり

入
やま

山
 

　
 

　
たかし

隆 再 任
　

専務取締役 CFO
グループ財務管掌・NHP ARC副管掌
経営戦略本部長

７ なが

長
とし

利
 

　
きょう

京
み

美 再 任
　

専務取締役 CHRO
メディポリス事業管掌・総務人事管掌
総務人事本部長
Expense Controller

８ うめ

梅
はら

原
 

　
とも

友
き

樹 新 任
　

執行役員
発電事業部長 兼 社長室長

９ ふく

福
もと

元
 

　
しん

紳
いち

一 再 任 社 外 独 立
　

社外取締役

　取締役全員(12名)は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体制強化
のため新たに取締役2名を増員し、取締役14名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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第２号議案　取締役14名選任の件

候補者番号 氏　名 現在の当社における地位・担当

10 やま

山
した

下
 

　
 

　
たかし

隆 再 任 社 外 独 立
　

社外取締役

11 はな

花
だ

田
 

　
つよ

強
し

志 再 任 社 外 独 立
　

社外取締役

12 と

戸
や

谷
 

　
けい

圭
こ

子 再 任 社 外 独 立
　

社外取締役

13
まつ

松
えだ

枝
 

　
ち

千
づ る

鶴
（現姓　堀下）

再 任 社 外 独 立
　

社外取締役

14 ひろ

廣
せ

瀬
 

　
ゆ

由
み

美 再 任 社 外 独 立
　

社外取締役
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第２号議案　取締役14名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

１
なが

永
た

田
 

　
りょう

良
いち

一
（1958年８月11日）

    1981年    9 月 当社 取締役(非常勤)
    1983年    4 月 当社 取締役
    1983年    6 月 医師免許取得
    1990年    3 月 当社 代表取締役専務
    1991年    1 月 当社 代表取締役社長
    1991年    3 月 医学博士(鹿児島大学)
    1997年    9 月 当社 代表取締役社長兼CEO
    2006年    3 月 財団法人メディポリス医学研究財団(現 一般社団法人

メディポリス医学研究所) 理事長(現任)
    2010年    10月 学校法人ヴェリタス学園 理事長(現任)
    2014年    6 月 当社 代表取締役会長兼社長 CEO
    2015年    4 月 株式会社新日本科学PPD 代表取締役社長
    2025年    6 月 当社 代表取締役会長兼社長 CEO兼CHO(最高健康

責任者) TR事業管掌・水産事業管掌(現任)
＜重要な兼職の状況＞

6,700株

一般社団法人メディポリス医学研究所 理事長
学校法人ヴェリタス学園 理事長
＜取締役候補者とした理由＞
経営者として豊富な経験と幅広い見識を有し、当社CEO及びCHOとしてリーダーシップを
発揮し、また、医師・医学博士として医療に関する高度な専門的知識と医薬品開発を始め
当社のさまざまな事業部門に精通するなど、当社の代表取締役にふさわしい経験と能力を
有していると判断し、取締役候補者といたしました。

－ 10 －
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第２号議案　取締役14名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

２
ひら

平
ま

間
 

　
ひで

英
ゆき

之
（1977年４月15日）

    2000年    4 月 株式会社日本興業銀行
（現株式会社みずほフィナンシャルグループ）入行

    2004年    2 月 当社入社
    2009年    6 月 ハーバード大学経営大学院修了（MBA）
    2009年    12月 SNBL USA Inc. 取締役上級副社長兼CFO
    2011年    1 月 当社 執行役員
    2013年    6 月 当社 取締役
    2017年    6 月 当社 常務取締役
    2017年    9 月 株式会社GEMSEKI 代表取締役社長
    2021年    3 月 楽天株式会社（現楽天グループ株式会社）入社
    2023年    8 月 楽天シンフォニー株式会社取締役副社長COO兼CSO
    2026年    5 月 当社入社 専務執行役員(現任)

＜重要な兼職の状況＞

3,100株

なし
＜取締役候補者とした理由＞
当社に17年間在籍し、CRO事業の幹部としての経験に加え、事業領域の拡張を推進した
実績を有しております。その後、他社において5年間、グローバル事業会社の経営執行を
担い、ICT（情報通信技術）分野における市場開拓・拡大を主導してまいりました。これ
らにより、ライフサイエンス分野とICT分野の双方で実績を有する稀有な経営人材である
ことから、当社の取締役にふさわしい経験と能力を有していると判断し、取締役候補者と
いたしました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

3
なが

永
た

田
 

　
いち

一
ろう

郎
（1985年８月３日）

    2008年    6 月 SNBL U.S.A., Ltd.入社
    2015年    3 月 医師免許取得
    2015年    4 月 順天堂大学医学部附属順天堂醫院入職
    2017年    4 月 当社入社
    2018年    6 月 当社 執行役員
    2020年    5 月 コーネル大学大学院修了（MMH）
    2020年    6 月 当社 取締役
    2021年    3 月 京都大学経営管理大学院修了（MBA）
    2021年    4 月 当社 常務取締役
    2022年    3 月 医学博士(鹿児島大学)
    2023年    6 月 株式会社新日本科学PPD 代表取締役社長(現任)
    2025年    6 月 当社 代表取締役副社長 COO CRO事業管掌・投資

事業管掌(現任)
＜重要な兼職の状況＞

400株

株式会社新日本科学PPD 代表取締役社長
＜取締役候補者とした理由＞
医師・医学博士として医療に関する高度な専門的知識を有し、グローバル社会でリーダー
シップを発揮できる国際感覚を有することから、当社の取締役にふさわしい経験と能力を
有していると判断し、取締役候補者といたしました。

－ 11 －
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第２号議案　取締役14名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

4
たか

高
なし

梨
 

　
 

　
けん

健
（1964年５月23日）

    1987年    4 月 三菱商事株式会社入社
    1996年    12月 SUASA KRISTAL(M)BERHAD入社
    1998年    11月 同社 取締役副社長
    2002年    12月 当社入社 理事
    2004年    4 月 当社 執行役員

米国公認会計士登録
    2004年    6 月 当社 専務取締役
    2010年    6 月 ウォーリック大学経営大学院修了（MBA）
    2012年    7 月 Wave Life Sciences Ltd. Director(現任)
    2016年    6 月 株式会社新日本科学PPD 監査役(現任)

当社 取締役副社長
    2017年    6 月 当社 代表取締役副社長 COO
    2020年    3 月 株式会社ティムス 取締役(現任)
    2025年    6 月 当社 取締役副会長 SGG管掌 兼 米国不動産事業管

掌 グローバル事業推進本部長(現任)
＜重要な兼職の状況＞
Wave Life Sciences Ltd. Director
株式会社ティムス 取締役
株式会社新日本科学PPD 監査役

39,000株

＜取締役候補者とした理由＞
グローバルビジネスや新規事業開発で豊富な経験を有し、当社副会長としてグループ企業
の事業でリーダーシップを発揮するなど、当社の取締役にふさわしい経験と能力を有して
いると判断し、取締役候補者といたしました。

－ 12 －
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第２号議案　取締役14名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

5 つ

角
さき

﨑
 

　
ひで

英
し

志
（1967年１月27日）

    1996年    4 月 当社入社
    2007年    6 月 医学博士(大阪市立大学)
    2010年    6 月 当社 取締役
    2010年    10月 SNBL U.S.A., Ltd. Director
    2011年    6 月 当社 執行役員
    2014年    6 月 当社 取締役
    2015年    7 月 SNBL U.S.A., Ltd. President
    2016年    2 月 SNBL U.S.A., Ltd. CEO 兼 President
    2016年    6 月 当社 常務執行役員
    2018年    6 月 当社 専務執行役員
    2021年    6 月 当社 専務取締役
    2025年    6 月 当社 専務取締役 技術情報管掌・海外営業管掌・

NHP ARC管掌 欧米営業統括部長(現任)
＜重要な兼職の状況＞

18,100株

なし
＜取締役候補者とした理由＞
獣医師として非臨床事業で豊富な経験を有し、また、グローバルを含めた非臨床事業全体
でリーダーシップを発揮するなど、当社の取締役にふさわしい経験と能力を有していると
判断し、取締役候補者といたしました。

－ 13 －
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第２号議案　取締役14名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

6 いり

入
やま

山
 

　　
たかし

隆
（1968年４月25日）

    1991年    4 月 日産自動車株式会社入社
    1996年    9 月 Mycom North America, Inc., （前川製作所北米支社） 

President
    2002年    5 月 南カリフォルニア大学マーシャル経営大学院修了

（MBA）
    2002年    9 月 PwCコンサルティング合同会社 戦略コンサルティ

ンググループ Manager
    2008年    6 月 日本オーチス・エレベータ株式会社 FP＆A 

Director
    2014年    8 月 株式会社ミスミ 事業部長
    2018年    1 月 ユーロフィンジャパン 日本代表（カントリーマネージャー）
    2019年    11月 当社入社 経営戦略担当理事
    2020年    1 月 当社 常務執行役員 経営戦略本部長
    2024年    6 月 当社 専務執行役員 財務・管理会計管掌 経営戦略本部長
    2025年    6 月 当社 専務取締役 CFO グループ財務管掌・NHP 

ARC副管掌 経営戦略本部長(現任)
＜重要な兼職の状況＞

900株

なし
＜取締役候補者とした理由＞
大手企業の海外子会社社長並びに外資系企業の日本法人社長としての経営経験があり、当
社においても経営戦略、財務・管理会計の担当役員を経験しリーダーシップを発揮するな
ど当社の経営戦略の適正化に貢献しており、当社の取締役にふさわしい経験と能力を有し
ていると判断し、取締役候補者といたしました。

－ 14 －
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第２号議案　取締役14名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

7 なが

長
とし

利
 

　
きょう

京
み

美
（1966年１月21日）

    1984年    3 月 九州松下電器株式会社入社
    1998年    12月 日本アイ・ビー・エム西日本ソリューション株式会社入社
    2002年    2 月 当社 入社
    2008年    2 月 当社 管理本部 BIT推進部 ITソリューショングルー

プグループリーダー
    2017年    6 月 当社 執行役員 総務人事統括部 統括部長
    2018年    2 月 鹿児島県男女共同参画審議会委員(現任)
    2019年    5 月 鹿児島県女性活躍推進会議女性ワーキンググループ

アドバイザー(現任)
    2019年    6 月 当社 上席執行役員 総務人事本部長
    2022年    6 月 当社 常務執行役員 総務人事本部長
    2023年    5 月 鹿児島市女性活躍アドバイザー(現任)
    2024年    6 月 当社 専務執行役員 総務人事本部長
    2025年    6 月 当社 専務取締役 CHRO

メディポリス事業管掌・総務人事管掌 総務人事本部
長 Expense Controller(現任)

＜重要な兼職の状況＞

6,600株

なし
＜取締役候補者とした理由＞
IT・総務・人事部門を中心としたコーポレート部門に長年携わり、その中で培われた豊富
な経験と知見に基づき総務人事部門の担当役員としてリーダーシップを発揮し、また女性
活躍推進については鹿児島行政のアドバイザーに就任するなど、当社の取締役にふさわし
い経験と能力を有していると判断し、取締役候補者といたしました。

－ 15 －
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第２号議案　取締役14名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

8
うめ

梅
はら

原
 

　
とも

友
き

樹
（1990年11月26日）

    2013年    4 月 住友不動産株式会社入社
    2017年    11月 当社入社 社長室 主席
    2020年    3 月 一橋大学経営大学院修了（MBA）
    2021年    4 月 サステナブル・ディベロップメントカンパニー発電

事業部 副事業部長兼 社長室 主席
    2022年    4 月 執行役員 発電事業部 事業部長 兼 社長室(現任)
    2023年    7 月 非臨床カンパニー 営業本部 副本部長

＜重要な兼職の状況＞

41,000株

なし
＜取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要＞
大手総合デベロッパーにおける実務経験を有し、当社入社後には一橋大学経営大学院にて
MBAを取得するなど、専門性の向上にも努めております。当社においては発電事業部長
として事業運営を担い、当社グループの企業価値向上に貢献してまいりました。 これら
の実績及び幅広い知識と経験を踏まえ、今後も更なる企業価値の向上に資する経営手腕の
発揮が期待できるものと判断し、取締役候補者といたしました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

9
ふく

福
もと

元
 

　
しん

紳
いち

一
（1958年７月20日）

    1987年    4 月 司法研修所入所
    1989年    4 月 弁護士登録
    1997年    5 月 福元法律事務所開設 所長
    2014年    12月 コーアツ工業株式会社 社外取締役(現任)
    2015年    6 月 当社 社外取締役(現任)
    2016年    3 月 ソフトマックス株式会社 社外取締役(現任)
    2017年    6 月 城山観光株式会社 社外取締役(現任)
    2019年    4 月 弁護士法人福元法律事務所 代表社員(現任)

＜重要な兼職の状況＞

2,000株

弁護士法人福元法律事務所 代表社員 弁護士
コーアツ工業株式会社 社外取締役
ソフトマックス株式会社 社外取締役
城山観光株式会社 社外取締役
＜社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要＞
弁護士として企業法務に精通し、高度な専門的知識と豊富な経験等を有し、当社の社外取
締役にふさわしい経験と能力を有していると判断し、それらを活かした監督とアドバイス
を行っていただくことが期待されるため、社外取締役候補者といたしました。

－ 16 －
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第２号議案　取締役14名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

10
やま

山
した

下
 

　
 

　
たかし

隆
（1956年２月18日）

    1983年    10月 監査法人朝日会計社入所
    1987年    3 月 公認会計士登録
    2003年    5 月 朝日監査法人(現有限責任あずさ監査法人) 代表社員
    2014年    8 月 山下隆公認会計士事務所開設 所長(現任)
    2015年    1 月 税理士登録
    2015年    6 月 当社 社外取締役(現任)
    2017年    6 月 ヤマトホールディングス株式会社 社外監査役(2025年

6月20日付任期満了退任)
    2026年    4 月 ピープル株式会社 社外取締役

＜重要な兼職の状況＞

2,000株

山下隆公認会計士事務所 所長
＜社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要＞
公認会計士、税理士として高度な専門的知識と豊富な経験等を有し、当社の社外取締役に
ふさわしい経験と能力を有していると判断し、それらを活かした監督とアドバイスを行っ
ていただくことが期待されるため、社外取締役候補者といたしました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

11
はな

花
だ

田
 

　
つよ

強
し

志
（1958年５月２日）

    1984年    9 月 花田良一税理士事務所入所
    1990年    2 月 税理士登録
    2000年    1 月 花田税理士事務所開設 所長

有限会社プロフィット 代表取締役
    2005年    2 月 税理士法人田代・花田会計事務所 所長
    2017年    7 月 税理士法人れいめい 代表社員(現任)

株式会社れいめい 代表取締役(現任)
    2019年    7 月 南九州税理士会 鹿児島県連合会 会長
    2020年    6 月 当社 社外取締役(現任)
    2023年    7 月 南九州税理士会 副会長(現任)

＜重要な兼職の状況＞

7,400株

税理士法人れいめい 代表社員
株式会社れいめい 代表取締役
＜社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要＞
税理士として高度な専門的知識と豊富な経験等を有し、当社の社外取締役にふさわしい経
験と能力を有していると判断し、それらを活かした監督とアドバイスを行っていただくこ
とが期待されるため、社外取締役候補者といたしました。

－ 17 －
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第２号議案　取締役14名選任の件

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

12 と

戸
や

谷
 

　
けい

圭
こ

子
（1964年２月26日）

    1988年    4 月 株式会社埼玉銀行(現りそな銀行)入行
    1996年    10月 日本NCR株式会社入社
    1999年    7 月 株式会社マーケティング・エクセレンス 代表取締役
    2002年    4 月 立教大学大学院 ビジネスデザイン研究科 特任助教授
    2004年    6 月 経営学博士(筑波大学)
    2006年    4 月 東洋大学 経営学部 専任講師
    2006年    7 月 株式会社マーケティング・エクセレンス マネージ

ング・ディレクター(現任)
    2007年    4 月 同志社大学 専門職大学院 ビジネス研究科 准教授
    2014年    4 月 明治大学 専門職大学院 グローバル・ビジネス研究

科 教授(現任)
    2019年    6 月 ユアサ商事株式会社 社外取締役
    2021年    6 月 当社 社外取締役(現任)
    2021年    9 月 キュービーネットホールディングス株式会社

社外取締役(監査等委員)(現任)
ストックホルム商科大学欧州日本研究所客員研究員(現任)

    2024年    4 月 株式会社肥後銀行 社外取締役(監査等委員)(現任)
＜重要な兼職の状況＞
明治大学 専門職大学院 グローバル・ビジネス研究科 教授
ストックホルム商科大学欧州日本研究所客員研究員
株式会社マーケティング・エクセレンス マネージング・ディレクター
株式会社肥後銀行 社外取締役(監査等委員)

3,300株

キュービーネットホールディングス株式会社 社外取締役(監査等委員)
＜社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要＞
経営学の専門家として高度な専門的知識と豊富な経験等を有し、当社の社外取締役にふさ
わしい経験と能力を有していると判断し、それらを活かした監督とアドバイスを行ってい
ただくことが期待されるため、社外取締役候補者といたしました。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

13
まつ

松
えだ

枝
 

　
ち

千
づる

鶴
（現姓 堀下）

（1973年11月3日）

    1996年    10月 青山監査法人入所
    1999年    5 月 公認会計士登録
    2006年    12月 松枝公認会計士事務所開設 所長(現任)
    2016年    5 月 公認不正検査士登録
    2020年    9 月 国立大学法人鹿児島大学 学外監事(現任)
    2024年    6 月 当社 社外取締役(現任)

＜重要な兼職の状況＞

1,400株

松枝公認会計士事務所 所長
国立大学法人鹿児島大学 学外監事
＜社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要＞
公認会計士、公認不正検査士として高度な専門的知識と豊富な経験等を有し、当社の社外
取締役にふさわしい経験と能力を有していると判断し、それらを活かした監督とアドバイ
スを行っていただくことが期待されるため、社外取締役候補者といたしました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

14
ひろ

廣
せ

瀬
 

　
ゆ

由
み

美
（1960年11月７日）

    1979年    4 月 東京国税局入局
    2012年    7 月 国税庁長官官房国税庁監察官
    2015年    7 月 雪谷税務署長
    2016年    7 月 東京国税局総務部人事第二課長
    2017年    7 月 税務大学校総務課長
    2018年    7 月 東京国税局調査第三部調査総括課長
    2019年    7 月 東京国税局調査第二部次長
    2020年    7 月 芝税務署長
    2021年    8 月 税理士登録

廣瀬由美税理士事務所開設 所長(現任)
    2021年    12月 東京都御蔵島村親善大使(現任)
    2022年    6 月 株式会社カプコン社外取締役(現任)

トレックス・セミコンダクター株式会社
社外取締役(監査等委員)(現任)

    2025年    6 月 当社 社外取締役(現任)
＜重要な兼職の状況＞

400株

廣瀬由美税理士事務所 所長
株式会社カプコン社外取締役
トレックス・セミコンダクター株式会社社外取締役(監査等委員)
＜社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要＞
税理士や長年にわたる税務行政において培ってきた高度な専門的知識と豊富な経験等を有
し、当社の社外取締役にふさわしい経験と能力を有していると判断し、それらを活かした
監督とアドバイスを行っていただくことが期待されるため、社外取締役候補者といたしま
した。
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(注) 1. 取締役候補者永田良一氏は、一般社団法人メディポリス医学研究所の理事長であります。当社は同社団に対する
寄付金の拠出と土地及び施設の賃貸並びに業務委受託について取引関係があります。また、取締役候補者永田一
郎氏は、株式会社新日本科学PPDの代表取締役であります。当社は同社と施設の賃貸及び業務受託について取引
関係があります。

2. その他の候補者と当社の間には、いずれも特別の利害関係はありません。
3. 福元紳一氏、山下隆氏、花田強志氏、戸谷圭子氏、松枝千鶴氏及び廣瀬由美氏は社外取締役候補者であります。
4. 福元紳一氏、山下隆氏、花田強志氏、戸谷圭子氏、松枝千鶴氏及び廣瀬由美氏は現在当社の社外取締役ですが、

福元紳一氏及び山下隆氏の社外取締役としての在任年数は本総会終結の時をもってそれぞれ11年であります。
花田強志氏の社外取締役としての在任年数は本総会終結の時をもって6年であります。戸谷圭子氏の社外取締役
としての在任年数は本総会終結の時をもって5年であります。松枝千鶴氏の社外取締役としての在任年数は本総
会終結の時をもって2年であります。また、廣瀬由美氏の社外取締役としての在任年数は本総会終結の時をもっ
て１年であります。

5. 社外取締役としての職務を適切に遂行することができると判断した理由
福元紳一氏につきましては、社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与された経験はありませんが、
法律専門家としての識見及び経験等を有することから、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるも
のと判断しております。
山下隆氏につきましては、社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与された経験はありませんが、財
務及び会計・税務の専門家としての識見及び経験等を有することから、社外取締役としての職務を適切に遂行し
ていただけるものと判断しております。
花田強志氏につきましては、財務及び会計・税務の専門家としての識見及び経験等を有することから、社外取締
役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。
戸谷圭子氏につきましては、経営学の専門家としての識見及び経験等を有することから、社外取締役としての職
務を適切に遂行していただけるものと判断しております。
松枝千鶴氏につきましては、直接会社経営に関与された経験はありませんが、財務及び会計の専門家としての識
見及び経験等を有することから、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。
廣瀬由美氏につきましては、社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与された経験はありませんが、
税理士や長年にわたる税務行政において培ってきた高度な専門的知識と豊富な経験等を有することから、社外取
締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

6. 福元紳一氏、山下隆氏、花田強志氏、戸谷圭子氏、松枝千鶴氏及び廣瀬由美氏は、当社との間で、会社法第427
条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任について、その職務を行うにつき善意かつ重大な過失が
無いときは、同法第425条第１項各号に定める金額の合計を限度とする契約を現在締結しております。各氏の再
任が承認可決された場合、当社は各氏との間の上記責任限定契約を継続する予定です。

7. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締結しておりま
す。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の取締役及び監査役並びに子会社の取締役であり、被保険者は保険料
を負担しておりません。当該保険契約により、被保険者が職務執行に関し責任を負うこと又は責任追及に係る請
求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約によって塡補することとしております。ただし、
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被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、法令違反の行為であることを認識して行った行
為に起因して生じた損害などの場合には補填の対象としないこととしております。各候補者が取締役に選任され
就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での
更新を予定しております。

8. 当社は福元紳一氏、山下隆氏、花田強志氏、戸谷圭子氏、松枝千鶴氏及び廣瀬由美氏を東京証券取引所の定めに
基づく独立役員として届け出ております。各氏の再任が承認可決された場合、当社は、各氏を引き続き独立役員
とする予定です。

9. 松枝千鶴氏は、婚姻により堀下姓となりましたが、公認会計士などの業務を旧姓の松枝で行っております。

以上
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事業報告（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

１. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果

医薬品業界は、研究開発のスピード向上やコスト効率化、規制対応の簡素化を背景に、
CRO（Contract Research Organization：医薬品開発業務受託機関）へのアウトソーシング需要
が国内外で引き続き拡大しております。加えて核酸医薬、次世代抗体医薬、ペプチド医薬、遺伝子治
療、細胞治療、再生医療などの新規創薬モダリティ（治療手段）の研究開発が本格化しております。
このような事業環境のもと、当社は新規創薬モダリティの研究開発支援に強みを持つ“オンリーワン
のダントツCRO”として、顧客から第一に選ばれる存在を目指し、迅速かつ高品質なサービス提供体
制の強化に取り組んでおります。

こうした状況の中、当連結会計年度（2025年４月１日から2026年３月31日：以下、2026年３
月期）の業績は、2026年２月６日に発表した修正予想を売上高、利益ともに上回りました。売上高
は、32,524百万円となり４期連続で過去最高を更新しましたが、主力のCRO事業において2026年
３月期中での売上計上を見込んでいた複数の大型試験の完了が次年度（2027年３月期）にずれたこ
とから前連結会計年度（以下、前年度）に比べて111百万円（0.3％）増収に留まりました。営業利
益は、2,653百万円と前年度比331百万円（11.1％）の減益となりました。減益の主因は、収益源の
CRO事業において複数の大型試験を中心に売上計上に期ずれが生じたことです。加えて、同CRO事
業においては現状の当社を取り巻く事業環境をさらなる成長への好機ととらえており、人材の大幅強
化、実験施設の拡大、実験用NHP（Non-Human Primates、以下、NHP）の国内繁殖体制確立、
DXの推進等、戦略的に大型先行投資を継続していることによるコストアップも原因となっておりま
す。米国連結子会社のSatsuma Pharmaceuticals,Inc.（以下、Satsuma社）は、経鼻片頭痛治療薬
「Atzumi™」の事業化に向けた経費増により営業損失が2,545百万円（前年度：2,284百万円）とな
りました。経常利益は、5,833百万円と前年度に比べて617百万円（9.6％）の減益となりました。
主因は、CRO事業のうち臨床事業を担う株式会社新日本科学PPD（以下、新日本科学PPD）からの
持分法利益が期初計画を上回っているものの、前年度に比べて503百万円減の2,769百万円となった
ためです。為替差損益は、152百万円の為替差益となり、前年度の為替差損（162百万円）と比べて
315百万円の増益要因となっております。親会社株主に帰属する当期純利益は4,566百万円と前年度
に比べ358百万円（7.3％)の減益となりました。

当社グループ従業員数（連結ベース/正社員のみで時間給・非常勤職員を除く）は、2025年４月に
新入社員114名（うち女性は60名）が加わったこともあり、2026年３月31日現在1,522名となりま
した。また、女性従業員比率は53.6％（連結ベース/全従業員）となっております。なお、2026年
４月の新入社員は、150名（うち女性は90名）です。
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セグメント別の経営成績及びSDGs/ESGへの取組みは次のとおりです。

①　CRO事業（医薬品開発受託）
CRO事業は、細胞・実験動物等を用いる非臨床試験（又は前臨床試験）を受託する非臨床事業

と、臨床試験を受託する臨床事業から構成されます。当社の非臨床事業は、業界では国内最大手であ
り、NHPを用いた数多くの試験実績から世界的に第２グループの一角と認識されています。

2026年３月期の非臨床事業は、売上計上時期の期ずれにより減収・減益となったものの、中長期
的には順調に推移しております。特に、当社グループ独自の「自社グループ内におけるNHP繁殖・供
給体制」は、新規創薬モダリティの研究開発拡大や海外でのNHP調達難を背景に、競争優位性を高め
ております。2026年３月期には国内繁殖施設の増築を完了し、既に稼働しております。また、バイ
オアナリシス分野では、最新鋭分析機器の導入と早期からの評価系構築により受注が拡大しておりま
す。加えて、複数の製薬企業とのプリファード契約締結や、海外顧客専任チーム（GST：Global 
Study Team）の組成など、欧米顧客向け営業強化も進展し、グローバルメガファーマ１社からプリ
ファードベンダー認定を取得しました。さらに、2024年９月より新研究棟の本格運用を開始し、
2025年４月には国内CRO初となるMPS（Microphysiological Systems：生体模倣システム）受託
サービスを開始しました。欧米顧客からの需要拡大を見据え、2026年２月にはEU規格対応の大型
NHP実験施設「EU実験棟」の新設も発表しております。加えて、AIを活用した最終報告書自動作成
システムの開発にも取り組み、2027年３月期中の実装を目指しております。

上記取組みの結果、2026年３月期の非臨床事業の受注高は、35,728百万円と過去最高となり、
前年度比3,620百万円（11.3％）の増加となりました。受注増加の主要因は、戦略的に取組みを強化
している欧米顧客からの受注増加であり、欧米顧客からの受注高は前年度比35.2％増の13,225百万
円と大きく伸長しています。海外受注高は前年度比25.7％増の15,505百万円、総受注高に占める海
外受注高比率は43.4％（前年度は38.4％）となりました。年度末（2026年３月末）の受注残高は前
年度末比6,526百万円（19.0%）増の40,920百万円と過去最高水準となっています。

臨床事業は、米国に本拠を置くグローバル臨床CROのPPD,Inc.（以下、PPD社）との合弁会社で
ある新日本科学PPDにおいて、主に国際共同治験（Global Study）の受託事業を展開しており、
2025年４月に設立10年を迎えました。新日本科学PPDの2025年12月期の業績は、売上高が前年度
比6.0%減の20,593百万円、営業利益が同14.1%減の9,120百万円となりました。営業減益は、前年
度よりも為替が円高に推移したことや、前年度の受注が少なかった影響で新規開始試験からの売上が
低調だったこと、主要顧客からの受注形態変更の影響などが要因ですが、営業利益率は44.3%と依然
40%を上回る高い水準となっています。また、新日本科学PPDの2025年12月期の受注は前年度を大
きく上回っております。2026年３月期における当社の新日本科学PPDに係る「持分法による投資利
益」は、2,769百万円（前期：3,272百万円）となっております。

この結果、CRO事業の2026年３月期の売上高は、2026年３月期中の売上計上を見込んでいた複
数の大型試験の完了が次年度にずれたことから31,277百万円と前年度比317百万円（1.0％）の減収
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となりました。同事業の営業利益は6,909百万円と前年度に比べ349百万円（4.8％）減益となり、
売上高営業利益率は22.1％になっております。

②　トランスレーショナル リサーチ事業（TR事業）
トランスレーショナル リサーチ事業（TR：Translational Research、以下、TR事業）とは、自社

研究開発のほか、国内外の大学、バイオベンチャー、研究機関などにおいて、基礎研究から生まれる
有望なシーズや新技術を発掘し付加価値を高めて事業化又は株式上場、あるいはM&Aにつなげる研
究開発型の事業です。1997年以来、TR事業の主軸として探求してきた当社独自開発の経鼻製剤投与
基盤技術（SMART：Simple MucoAdhesive Release Technology、以下、SMART）は、担体組
成をベースとした、粉体製剤技術と投与デバイス（医療機器）を組み合わせたプラットフォーム技術
です。鼻粘膜での薬物滞留を向上させることで薬剤の速やかで高い吸収を可能にしており、加えて注
射に比べて投与が簡易であり、製剤の室温保存も可能という強みがあります。

経鼻製剤投与の事業化に関しては、Satsuma社が2025年４月30日（米国時間）に米国食品医薬品
局（FDA: Food and Drug Administration、以下、FDA）から経鼻片頭痛薬「Atzumi™」（開発
コード：STS101）の販売承認を取得しております。Satsuma社は承認取得後、販売パートナー候補
企業とのパートナリング契約交渉を継続しています。経鼻片頭痛薬「Atzumi™」の臨床試験結果
は、2025年６月に米国頭痛学会（American Headache Society：AHS）においてポスター発表さ
れ、2025年11月に雑誌Headache:The Journal of Head and Face Painに掲載されました。

当社本体のTR事業本部には、製剤・デバイスなど基盤技術を創出研究する部署と、パーキンソン
病治療薬の臨床治験や経鼻粘膜ワクチンのPOC（Proof of Concept）取得を管理する部署がありま
す。パーキンソン病のオフ症状治療のための点鼻レボドパ経鼻薬（開発コード：TR-012001）及び
改良開発品（TRN501）の開発は、当社連結子会社の株式会社SNLD（以下、SNLD社）が進めてい
ます。2025年には、米国神経学会（American Academy of Neurology：AAN）年次総会、日本
神経学会総会、日本パーキンソン病・運動障害疾患学会、MDS国際パーキンソン病・運動障害疾患
学会において、複数の演題を発表しました。

経鼻粘膜ワクチン開発は国立研究開発法人 日本医療研究開発機構（以下、AMED）内に設置され
た先進的研究開発戦略センターSCARDA（以下、AMED/SCARDA）から委託研究開発費を得て、研
究開発を進めてきましたが、この度実施されたAMEDの中間評価で、当社が開発した粉体経鼻投与法
を用いることで、鼻腔中に分泌型 IgA 産生が誘導され、鼻粘膜におけるインフルエンザウイルス感
染成立を防ぐ効果を示すことをカニクイザルで示すことができたことから、「非臨床POCの取得を
達成」したと判断され、中間評価で最高評価となる「評価A」の評価を得て、AMEDから委託研究開
発費の追加も含めた研究開発支援の延長（2029年３月31日まで）が決定されました。今後、開発試
験期間内での第１相臨床試験の終了を目指してまいります。

Gemseki事業では、「創薬シーズの最適な活用を支援することで、人類に貢献する」ことをミッ
ションに、創薬シーズ・技術に関するライセンス仲介事業をグローバルに展開しています。主要国際

－ 24 －



2026/06/01 11:26:01 / 25299449_株式会社新日本科学_招集通知_電子提供措置用

事業の経過及び成果

イベントを通じて、有望な創薬シーズ・技術を有する新規顧客の探索と契約獲得を推進するととも
に、既存顧客が保有する創薬シーズ・技術の紹介活動を行いました。あわせて、ビジネス基盤となる
創薬エコシステムを構成するグローバルな関係者とのビジネスネットワークを拡大しました。投資事
業を展開している連結子会社の株式会社Gemsekiインベストメント（以下、Gemsekiインベストメ
ント）では、2020年より運用を開始したGemseki投資事業有限責任組合から既存投資先１社への追
加投資を行い、当ファンドからのポートフォリオ投資を完了しました。Gemsekiインベストメント
は、2024年に組成したGemseki２号投資事業有限責任組合を通じて投資活動を継続しており、当期
は日本及び北米のスタートアップ計６社に対して投資を実行しました。医薬品・医療機器の創出・育
成に必要な支援をワンストップで提供するとともに、グループ間連携による付加価値の最大化を目指
しております。

当社は1999年以来、米国ワシントン州の拠点を中心にCRO事業及びTR事業を展開し、日米のアカ
デミア、投資家、プロフェッショナル企業などと強固なネットワークを構築してきました。創薬エコ
システムの発展に取り組むべく、米国での事業を通じた経験及びネットワークを最大限に活用し、
SNBL Global Gateway事業（以下、SGG事業）を展開しております。SGG事業では、米国市場進
出を目指す日本のバイオテック企業（創薬スタートアップ、大学発ベンチャー等）及び、日本市場進
出や日本企業との連携を目指す米国スタートアップ企業を対象に、日米双方の市場進出を包括的に支
援しています。米国スタートアップの日本進出支援としては、シアトル発の「自己採血デバイス」を
手掛けるスタートアップ企業Tasso, Inc.とともに、2025年３月に合弁会社の株式会社新日本科学
Tassoを設立し、同年８月に厚生労働省から管理医療機器として認証を取得、同年12月から販売を
開始しました。2026年３月にはH.U.グループ傘下の企業と販売店契約を締結しております。さら
に、日米のベンチャー企業及びその活動を支える関係者を結びつけ、新たなビジネスチャンスの創出
と、世界的なバイオテクノロジー・創薬エコシステムの発展に取り組んでいます。SGG事業は、グ
ローバル投資分野において豊富な実績を持つSBIグループと共同で推進し、ビジネスインキュベーシ
ョン施設の運営に加え、ファンド運営にも注力しています。2024年11月には、米国シリコンバレー
に本社を置く世界最大手のイノベーション・プラットフォーム・プロバイダーであるPlug and Play
社が当社とSBIグループとの共同ファンドに参画し、当期は当該ファンドを通じた北米スタートアッ
プへの投資も実行いたしました。

こうした中、TR事業の2026年３月期の売上高は、108百万円（前年度：54百万円）となりまし
た。営業損益は、Satsuma社の経鼻片頭痛治療薬「Atzumi」の事業化に向けた経費2,781百万円が
計上（前年度：2,369百万円）されたこともあり、4,028百万円の営業損失（前年度：営業損失
3,680百万円）となりました。

③　メディポリス事業（社会的利益創出事業）
当社は、鹿児島県指宿市の高台に103万坪（340万㎡）の広大な敷地「メディポリス指宿」を保有

しており、この自然資本を活用したメディポリス事業を社会的利益創出事業として、発電事業とホス
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ピタリティ事業を展開しています。社会的利益創出事業は、「環境、生命、人材を大切にする会社で
あり続ける」と掲げた理念を体現するものであり、経済的利益のみならず、社会や環境課題といった
視点の社会的利益を一体的に創出しています。具体的には、再生可能エネルギーを活用した発電事
業、人々のWellbeing（ウェルビーイング）、つまり全人的な健康の実現をメインコンセプトとした
ホテル宿泊施設の運営（ホスピタリティ事業）を行っております。

発電事業では、2015年２月より約1,500kW級のバイナリー型地熱発電所を運営しております。
地熱発電は、CO₂排出量がほぼゼロであり、天候や昼夜に左右されず安定的な発電が可能なベースロ
ード電源です。当社発電所は年間約1,000万kWhを発電し、FIT制度を活用した安定的な売電収入を
計上しております。また、2025年４月には、ホテルの泉源からの余剰蒸気を活用した温泉発電所が
稼働を開始し、同発電もFIT制度に基づき安定的な売電収入を計上しており、2026年３月期の業績に
大きく寄与しております。バイナリー型地熱発電所及び温泉発電所を合わせた年間発電量は、当社の
年間消費電力量の約半分に相当します。

ホスピタリティ事業は、お客様のニーズに合わせる形でヒーリングリゾートホテル「別邸 天降る
丘」と、医療機関メディポリス国際陽子線治療センターの患者専用宿泊施設「ホテルフリージア」及
び研修専用の「指宿ベイヒルズ」の３つの施設を運営しております。「別邸 天降る丘」は、一般客
のほか、当社を訪れる国内外のパートナーの滞在先としても活用されています。滞在者の満足度は高
く、信頼関係の構築につながることで、当社事業の業績にも寄与しています。2025年６月、「別邸 
天降る丘」は、世界的に知られるホテル評価機関であるTravel＋Leisure Luxury Awards Asia 
Pacific 2025において、「日本のベストホテルスパ部門」で第８位に選ばれております。2025年12
月にはさらに滞在者の満足度を高めるため新たにライブキッチンを取り入れたフレンチレストラン
「Lueur（リュール）」の営業を開始しました。メディポリス国際陽子線治療センターは、2011年
１月に治療を開始して以来、7,800件を超えるがん患者の方々の陽子線治療の実績を積み重ねてお
り、大手生命保険会社からは社会貢献団体として表彰を受けております。

メディポリス事業の2026年３月期の売上高は、温泉発電の寄与もあり804百万円と前年度(564百
万円)に比べ239百万円（42.4％）の増加となりました。営業損益は、65百万円の営業損失（前年
度：営業損失422百万円）となりました。

④　米国不動産事業
当社は、米国子会社SNBL USA, LTD.が保有する約６万坪の敷地内に建設した多目的産業用ビル

STC（ Seaway Technology Center）（17,282㎡）を賃貸する米国不動産事業の営業を2025年か
ら開始しています。米国不動産事業の2026年3月期の売上高は、テナントからの収入により184百
万円となりました。営業損益は、減価償却費等が計上されたこともあり、1百万円の営業損失（前年
度：営業損失60百万円）となりました。
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⑤　SDGs/ESGへの取組み
SDGs/ESGの取組みについては、取締役会の諮問機関として設置した「SDGs委員会」（委員長は

独立社外取締役の戸谷圭子氏）及びSDGs委員会の下部組織として設置した「環境委員会」（委員長
はサステナビリティ担当役員）において毎月活発な議論を行っております。

当社が創造していきたい未来として、「統合報告書」に2028Vision「ステークホルダーに寄り添
い、幸せの連鎖を創造する」というフレーズを掲げています。また、2028年度の財務KPI（目標）と
して「売上高500億円、経常利益200億円、売上高経常利益率40％、配当性向30～40％」を目指す
と掲げました。なお、資本コストは、2025年３月期の業績を基に試算し、4.8％としています。β
値は直近５年間の週次データを用いて0.94と算出しています。資本収益性の指標は、ROE(自己資本
利益率)とROIC（投下資本利益率）を重視しており、毎月の取締役会の報告事項となっております。
ともに10％以上を目指しており、2025年３月期の業績を基に計算したROEは13.3％、ROICは
10.4％でした。2025年12月には、コーポレートガバナンス報告書を更新しており、2021年６月の
改訂後のコーポレートガバナンス・コードの各原則（プライム市場向けの内容含みます）すべてを実
施しています。2026年３月31日時点の女性取締役比率は33.3％（12名中４人）です。

当社は、SDGs/ESGに関する継続的な取組みにより、各評価機関から高い評価を受けておりま
す。2025年７月にグローバルインデックスプロバイダーである英国FTSE Russellにより構築された
FTSE Blossom Japan Indexの構成銘柄に初選出され、FTSE Blossom Japan Sector Relative 
Indexには継続選定されました。また、2026年３月には女性活躍推進に優れた企業として、経済産
業省と東京証券取引所が共同で主催する「令和７年度なでしこ銘柄」に選定されました。当社の選定
は、令和３年度に続き、２回目となります。

当社は、生物多様性保全への取組みとして、地域貢献（鹿児島県はニホンウナギ供給国内１位）を
目的として、レッドリストに登録されているニホンウナギの稚魚、シラスウナギの人工生産研究（水
産事業）を進めております。2019年には鹿児島県沖永良部島和泊町に研究施設を設置しシラスウナ
ギの人工生産を行っています。研究室レベルでは高い生残率を実現しており、現在は大量生産に向け
たスケールアップを進めています。2024年10月には水産業界大手の株式会社ニッスイと共同研究を
開始しました。2026年３月期は人工生産のシラスウナギを育てる養鰻施設をメディポリス指宿に設
置しており、今後、当社が運営するホテルにおいて特別メニューとして提供する予定です。
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安全性研究所試験施設（鹿児島市）の
建設/改修・機器類の購入等

1,475百万円（建物及び構築物、器具及び備品、建設
　仮勘定等）

安全性研究所繁殖・育成施設（指宿市）の
建設・機器類の購入等

1,512百万円（建物及び構築物、器具及び備品、建設
　仮勘定等）

(2) 設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました設備投資総額は5,304百万円で、その主要なものは次
のとおりであります。

(3) 資金調達の状況
　当グループでは、設備投資等に必要な資金を金融機関より長期の借入金として、当連結会計年度に
10,000百万円の調達を行いました。

(4) 対処すべき課題
① CRO（医薬品開発受託）事業の更なる強化

医薬品業界では、国内、海外問わず、ワクチン開発や治療薬開発が急速に進んでおります。また、
次世代抗体医薬、核酸医薬、ペプチド医薬、再生医療、遺伝子治療など、創薬モダリティの多様化に
伴い医薬品開発難度は上昇しており、研究開発費増加とともに迅速かつ質の高いCROへのアウトソ
ーシングのニーズが高まっております。こうした中、次のような観点からCRO事業の強化を図って
まいります。

サービス拡充の観点からは、ワクチン並びに感染症治療薬開発にCROとして参画するとともに、従
来型の安全性試験に加え、候補化合物選定のための創薬スクリーニングから臨床試験に至るまで一貫し
て開発に必要な試験を受託することで、開発者側の視点に立ったより付加価値の高いサービスを提供す
ることを目指します。上述した創薬モダリティの多様化が進む中、当社では新規安全性評価システム
（New Approach Methodologies：NAMs）として期待されているMPS（Microphysiological 
System：生体模倣システム）の受託専用実験室も設置し、国内CROとして初めて受託サービスを開
始しております。今後も常に、業界の動きにいち早く対応した幅広いサービスを提供してまいりま
す。

オペレーションの観点からは、作業工程におけるロボット化や自動化等のDX推進による内部業務
プロセスの見直しと改善を進めています。医薬品開発において、非臨床試験のリードタイムを短縮す
ることは新たな時間的価値創出につながることから、実験終了から最終報告書草案提出までの期間短
縮を目指し、AIを活用した最終報告書自動作成にも取り組んでまいります。また、年々需要が高まっ
ている新規創薬モダリティ医薬品開発に不可欠な実験用NHPのサプライチェーンマネジメントについ
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ても、日本・中国・カンボジアのグループ関連施設における検疫・繁殖・育成能力をそれぞれ増強す
ることにより、リスク分散を図りつつ今後の事業成長に必要な品質の高い実験動物を安定的に確保で
きる体制を構築していきます。2024年５月に竣工した鹿児島本社の新社屋・研究棟の本格稼働に加
え、欧米顧客からの要望の高いEU規格の大型飼育ケージに特化したNHP実験施設「EU実験棟」の
2027年11月の完成を目指し準備を進めることで、非臨床事業の大型受注に対応できる体制実現に取
り組んでまいります。

人財育成の観点からは、顧客に対してより効果的で効率的な試験を提示できる提案型CROを目指
しており、若手研究員を中心にサイエンスレベル向上に引き続き注力してまいります。国立大学法人
鹿児島大学、国立大学法人熊本大学との三者間協定に基づき博士人材ひいては優秀な研究者や技術者
の育成を推進すると共に、国内外の学会において研究成果の発表及び論文発表を行ってまいります。

中東情勢の影響につきましては、現時点において事業に必要な医療等製品・物資において入手困難
な状況は出ておりません。今後も情勢を注視してまいります。

② 第３の収益エンジンとしてのTR事業の推進
TR事業では、当社グループの医薬品開発における機能、経験とネットワークに、独自の知的財産

に基づく基盤技術を加えることで、創薬型の医薬品開発事業へとパラダイムシフトするという戦略に
基づき、以下の複数のプロジェクトに引き続き取り組んでまいります。

パーキンソン病のオフ症状治療のための点鼻レボドパ経鼻薬の開発を行っている連結子会社の
SNLD社では、改良開発品であるTRN501について、2024年８月に臨床第１相試験における日本人
健康成人への投薬を完了し、データ解析と総括報告書の作成を進め、今後学会にて結果発表を行う予
定です。各国の薬事制度・市場調査を綿密に行い、今後の開発方針を慎重に見極めつつ、次の臨床治
験計画を立案してまいります。

経鼻ワクチンの開発については、非臨床POC取得を達成したとの判断に基づきAMED/SCARDAか
ら委託研究開発費の追加も含めた研究開発支援の延長（2029年３月31日まで）が決定されており、
今後、開発試験期間内での第１相臨床試験の終了を目指してまいります。

当社のSMARTのライセンス先であるSatsuma社については、2025年４月30日（米国時間）に
FDAより経鼻片頭痛薬「Atzumi™」（開発コード：STS101）の販売承認を取得しており、最新の
市況を踏まえて早期の市場導入に向けた取組みを進めてまいります。具体的には、Satsuma社が米
国Nasdaqに上場した際の旧経営幹部が再度同社に参画し、同社内に製造・販売機能を持たせ、
Atzumi™の付加価値を高めつつ、中近東(サウジアラビア、イスラエル、UAE)、インド、シンガポ
ール、台湾、韓国、日本などを含めたグローバル市場において、幅広い事業開発活動を推し進めてま
いります。

一方、Gemseki事業では、創薬シーズ・技術のグローバルライセンス仲介事業に加え、投資ファ
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設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

ンドを通じた投資事業も推進しております。当社との事業シナジー創出を図りながら、豊富な創薬経
験とグローバルネットワークを活用した開発支援サービスを幅広く提供してまいります。

③ SDGs/ESGへの取組みを通した非財務価値の向上
当社は「環境、生命、人材を大切にする会社であり続ける」の理念のもと、企業の持続的成長にサ

ステナビリティ推進の取組みが重要であると強く認識し、持続可能な社会の実現に貢献しています。
当社グループ全体のサステナビリティの取組みを中長期的な視野で体系的に拡充し推進させていく

目的から、当社取締役会の任意の諮問機関として「SDGs委員会」を設置し、毎月開催しています。
SDGs委員会は独立社外取締役を委員長として、サステナビリティに関する重要な案件について審
議・策定しています。取締役会ではSDGs委員会からの報告を基に、サステナビリティに関する基本
方針や重要事項を決定の上、社内で取組みに関する監督が適切に図られるよう体制を整えています。

持続的な企業価値の向上に向けて、「社会課題の解決」と「経営基盤の強化」の観点から、７つの
マテリアリティ（重要課題）を特定しています。マテリアリティの特定にあたっては、当社の将来あ
りたい姿を踏まえて、当社へのリスク・機会を検討しております。そのうえで、マテリアリティごと
に非財務KPIを設定し非財務価値向上に取り組んでいます。
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マテリアリティ 主な機会 主なリスク

社
会
課
題
の
解
決

創薬と医療技術向上の支援
（医薬品アクセスの向上）

・新たな創薬モダリティの開発加速による非臨床
試験の需要増加

・製薬企業のCROへのアウトソーシング化の加速

・顧客ニーズへの対応力不足による信用力の低下
・次世代の非臨床試験技術への対応の遅れによる

競争力の低下

健康な人生の提供
（ウェルビーイングな暮らし）

・超高齢化社会に伴う社会保障費増加による健康
寿命の延伸、未病ニーズの拡大

・リアルワールドデータ（RWD）の利活用による
新規市場の獲得

・ウェルネスプログラムにおける消費者ニーズ　
とのミスマッチ

・RWDの利活用システムの開発・整備や制度変更
への対応の遅れによる市場獲得の失敗

美しい地球環境の保全
・カーボンニュートラル実現に寄与する地熱発電

（再生可能エネルギー）の事業機会の拡大
・異常気象に適応できる事業体制の強化

・気候災害の激甚化による被害の発生
・環境規制強化による対応費用の増加

経
営
基
盤
の
強
化

働く楽しさを実感できる
組織づくり

・優秀な人材の獲得の機会
・働きがいのある職場環境の整備を通じた社員の

生産性、モチベーションの向上

・人材獲得競争激化によるコストの増加
・職場環境の整備不足による優秀な人材の流出、

生産性・モチベーションの低下

DX/RPA*推進による
ビジネスの進化

・業務生産性、顧客とのコミュニケーション　　
レベルの向上

・単純作業から解放された社員のモチベーション
の向上

・DX対応失敗又は遅れによる競争力の低下
・ニッチなニーズ対応に伴う費用の増加

ステークホルダー
エンゲージメントの向上

・ステークホルダーとの関係強化による新規事業
機会の獲得、信用度の向上

・持続可能な調達体制の構築による災害時等に　
おけるレジリエンス（回復力）の向上

・事業活動、サプライチェーンの広域化による、
モニタリングコストの増加

・事業環境の変化に適切に対応出来ない場合に　
発生する事業遅延や信用力の低下

企業理念を実現する
ガバナンスの構築

・強固なガバナンス体制を確立することによる　
安定的な事業基盤の構築

・ESGを中心とした社外評価の向上

・内部統制の脆弱性による事業継続リスクの　　
発生、予期せぬ損失の発生

・コンプライアンス違反による企業信頼度低下
*Robotic Process Automationの略。ソフトウェアロボットやAIを活用し、人が行っていた定型的な業務を自動化すること

７つのマテリアリティ（重要課題）

④ 優秀な人材の確保と育成
当社グループの事業継続及び拡大にあたっては、各分野における専門的な知識・技能を有する技術

系研究員等の人材を多数確保する必要があります。また、クラウド化、AIなどのデジタル技術の発展
やオンライン化によるビッグデータの獲得・活用など、IT技術が急速に浸透している中、変化する経
営環境に適応するためのマネジメント能力を備えた人材を必要としています。当社グループの競争力
を強化する上で最も強く求められるのは、顧客から高く評価される質の高いサービスの提供であり、
これを実現するためには優秀な人材の確保とレベルアップが必要であります。

こうした人材の確保や教育研修のために、当社では新卒採用を強化し、社内教育機関の「SNBLア
カデミー」を中心として、職種、職位に応じた研修を最重要課題として取り組んでおります。また、
女性が社員の過半数を占める当社では、女性活躍に注力しており、産休・育休からの復帰も100％の
状況となる中、引き続き女性の管理職登用数の増加に努めてまいります。
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財産及び損益の状況の推移、重要な親会社及び子会社の状況、従業員の状況

区　　分 第50期
(2023年３月期)

第51期
(2024年３月期)

第52期
(2025年３月期)

第53期
(2026年３月期)

売 上 高 (千円) 25,090,903 26,450,468 32,413,807 32,524,960

経 常 利 益 (千円) 9,194,133 7,015,923 6,450,918 5,833,042
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (千円) 6,060,057 5,531,261 4,924,848 4,566,696

１株当たり当期純利益 (円) 145.56 132.86 118.29 109.69

総 資 産 (千円) 57,242,205 76,302,347 92,416,508 105,055,514

純 資 産 (千円) 26,359,021 34,160,635 40,085,590 43,489,251

26,450
25,090

24/3期23/3期

32,413

25/3期

32,524

26/3期

（単位：百万円）売上高
9,194

23/3期

7,015

24/3期

6,450

25/3期

5,833

26/3期

（単位：百万円）経常利益

6,060

23/3期

5,531

24/3期

4,924

25/3期

4,566

26/3期

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

(5) 財産及び損益の状況の推移

(注) １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数（期中平均自己株式数を除く）に基づき算出しております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。
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会社名 資本金 （当社の）
出資比率 主要な事業内容

SNBL U.S.A., Ltd. 60 千米ドル 100.0 ％ 非臨床試験施設の賃貸
SHIN NIPPON BIOMEDICAL 
LABORATORIES (CAMBODIA) 
LIMITED

207 千米ドル 100.0
(100.0)

％
実験動物の繁殖・育成・検疫

㈱新日本科学イナリサーチセンター 99,000 千円 100.0 ％ 非臨床試験事業

㈱CLINICAL STUDY SUPPORT 53,400 千円 100.0 ％ 臨床研究支援

㈱Gemsekiインベストメント 1,000 千円 100.0 ％ ファンド運営

㈱SNLD 10,000 千円 100.0 ％ 経鼻投与製剤の開発

㈱メディポリスエナジー 10,000 千円 70.5 ％ 地熱発電事業

AMAFURU&Co.㈱ 10,000 千円 100.0 ％ 宿泊施設の運営

Satsuma Pharmaceuticals, Inc. 3 千米ドル 100.0 ％ 経鼻偏頭痛治療薬の開発

② 重要な子会社の状況

(注) １. 当社の出資比率の（　）内数の数値は、間接所有割合であります。
２. 上記表は、2026年３月31日現在の当社における重要な子会社の状況です。

(7) 従業員の状況（2026年３月31日現在）

従業員数 前連結会計年度末比増減

1,522名 86名増

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

1,126名 80名増 38.5歳 10.2年

① 企業集団の従業員の状況

(注) １. 臨時従業員は含んでおりません。
２. 従業員数のうち管理部門等の非研究従事者は176名（前連結会計年度末比3名減）であります。

② 当社の従業員の状況

(注) 臨時従業員は含んでおりません。
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る権利義務の承継の状況、他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

(8) 主要な借入先（2026年３月31日現在）

借入先 借入金残高

株式会社みずほ銀行 11,200,000 千円

株式会社鹿児島銀行 9,785,000 千円

株式会社三井住友銀行 6,540,000 千円

株式会社肥後銀行 4,965,000 千円

株式会社三菱UFJ銀行 3,920,000 千円

(9) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

(10) 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

(11) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

(12) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。
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２. 会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 137,376,000株

(2) 発行済株式の総数　普通株式 41,632,400株 (自己株式586株を含む。)

(3) 株主数 14,913名 (前期末比　　666名減)

株主名 持株数 持株比率

Nagata and Company株式会社 16,788,600 株 40.326 %

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,920,200 株 7.014 %

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,175,200 株 5.224 %

永田貴久 1,840,000 株 4.419 %

BNP PARIBAS LUXEMBOURG/2S/JASDEC/FIM/
LUXEMBOURGFUNDS/UCITS ASSETS 1,550,000 株 3.723 %

一般社団法人メディポリス医学研究所 1,474,000 株 3.540 %

梅原理恵 1,024,000 株 2.459 %

野村證券株式会社 472,496 株 1.134 %

モルガン･スタンレーMUFG証券株式会社 398,978 株 0.958 %

新日本科学従業員持株会 372,579 株 0.894 %

(4) 大株主 (上位10名)

(注) １. 当社は、自己株式を586株保有しております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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３. 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等（2026年３月31日現在）

氏名 地位及び担当 重要な兼職の状況

永 田 　 良 一

代 表 取 締 役 会 長 兼 社 長
Ｃ Ｅ Ｏ
Ｃ Ｈ Ｏ
Ｔ Ｒ 事 業 管 掌
水 産 事 業 管 掌

一般社団法人メディポリス医学研究所 理事長
学校法人ヴェリタス学園 理事長

永 田 　 一 郎
代 表 取 締 役 副 社 長
Ｃ Ｏ Ｏ
C R O 事 業 管 掌
投 資 事 業 管 掌

株式会社新日本科学PPD 代表取締役社長

高 梨 　 　 健
取 締 役 副 会 長
Ｓ Ｇ Ｇ 管 掌
米 国 不 動 産 事 業 管 掌
グローバル事業推進本部長

Wave Life Sciences Ltd. Director
株式会社ティムス 取締役
株式会社新日本科学PPD 監査役

角 﨑 　 英 志

専 務 取 締 役
技 術 情 報 管 掌
海 外 営 業 管 掌
Ｎ Ｈ Ｐ  Ａ Ｒ Ｃ 管 掌
欧 米 営 業 統 括 部 長

－

入 山 　 　 隆

専 務 取 締 役
Ｃ Ｆ Ｏ
グ ル ー プ 財 務 管 掌
Ｎ Ｈ Ｐ  Ａ Ｒ Ｃ 副 管 掌
経 営 戦 略 本 部 長

－

長 利 　 京 美

専 務 取 締 役
Ｃ Ｈ Ｒ Ｏ
メ デ ィ ポ リ ス 事 業 管 掌
総 務 人 事 管 掌
総 務 人 事 本 部 長
Expense Cont ro l le r

－

福 元 　 紳 一 取 締 役
弁護士法人福元法律事務所 代表社員 弁護士
コーアツ工業株式会社 社外取締役
ソフトマックス株式会社 社外取締役
城山観光株式会社 社外取締役

山 下 　 　 隆 取 締 役 山下隆公認会計士事務所 所長
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氏 名 地 位 及 び 担 当 重要な兼職の状況

花 田 　 強 志 取 締 役 税理士法人れいめい 代表社員
株式会社れいめい 代表取締役

戸 谷 　 圭 子 取 締 役

明治大学 専門職大学院 グローバル・ビジネス研究科 教授
ストックホルム商科大学欧州日本研究所客員研究員
株式会社マーケティング・エクセレンス マネージング・ディレクター
株式会社肥後銀行 社外取締役(監査等委員)
キュービーネットホールディングス株式会社 社外取締役(監査等委員)

松 枝 　 千 鶴 取 締 役 松枝公認会計士事務所 所長
国立大学法人鹿児島大学 学外監事

廣 瀬 　 由 美 取 締 役
廣瀬由美税理士事務所 所長
株式会社カプコン社外取締役
トレックス・セミコンダクター株式会社 社外取締役(監査等委員)

須 田 　 雅 一 常 勤 監 査 役 －
鑪 野 　 孝 清 監 査 役 いづろ法律事務所　代表弁護士
重 久 　 善 一 監 査 役 重久公認会計士事務所　所長

(注) １. 福元紳一氏、山下隆氏、花田強志氏、戸谷圭子氏、松枝千鶴氏及び廣瀬由美氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役で
あります。

２. 鑪野孝清氏及び重久善一氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３. 取締役福元紳一氏、同山下隆氏、同花田強志氏、同戸谷圭子氏、同松枝千鶴氏、同廣瀬由美氏、監査役鑪野孝清氏及び同重

久善一氏は、東京証券取引所に独立役員としての届出を実施しております。
４. 監査役重久善一氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであ

ります。
５. 取締役山下隆氏は、2025年6月にヤマトホールディングス株式会社の社外監査役を任期満了により退任し、2026年４月

にピープル株式会社の社外取締役に就任しております。
(2) 取締役及び監査役の報酬等

① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年２月26日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定
方針を決議しております。
　当社取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、社外取締役が構成員の過
半数を占める報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認するとともに、報酬等の内容と取
締役会で決議された決定方針との整合性について確認をした結果、当該決定方針に沿うものである
と判断しております。
　取締役の個人別の報酬等にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

a.基本方針
　当社の取締役（業務執行取締役のみならず社外取締役も含む。以下同じ。）の報酬等に関して
は、2025年6月27日開催の株主総会において取締役報酬月額55,000千円以内（年額660,000千
円以内。このうち社外取締役分は月額5,000千円以内、年額60,000千円以内、使用人兼務取締役
の使用人分給与相当分は含まない）と決議されている。
　この決議に基づき、個々の取締役の報酬等の内容の決定に際しては、各職責を踏まえた適正な
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会社役員に関する事項

区分 支給人員 支給額

取 締 役 12名 399,800千円

監 査 役 3名 26,700千円

合 計 15名 426,500千円

水準とすることを基本方針とする。
　具体的には、当社の取締役の報酬は、基本報酬と業績報酬により構成されるものとする。
b.報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決
定に関する方針を含む。）
　当社の取締役の報酬は、個々の職責に基づく基本報酬に会社業績や経済情勢、実績等に基づく
業績報酬を総合的に勘案して決定され、月例の固定報酬として支給されるものとする。
c.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　取締役の個人別の報酬等の額については、社外取締役が構成員の過半数を占める報酬委員会
が、取締役会からの諮問を受けて、会社業績、経済情勢、各取締役の職責、実績等をふまえて審
議を行い、その原案を作成し、取締役会に対して答申を行うものとする。
　代表取締役社長は、取締役の個人別の報酬等の額の決定について取締役会の委任を受けて、報
酬委員会からの答申内容の範囲内で、決定するものとする。

② 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
　当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等については、社外取締役が構成員の過半数を占める報
酬委員会が取締役会からの諮問に対する答申としてその原案を作成し、取締役の個人別の報酬等の
具体的な内容の決定を代表取締役永田良一に委任する旨、2025年６月27日開催の取締役会決議に基
づき代表取締役永田良一が報酬委員会の答申の範囲内で決定しております。代表取締役永田良一に
委任した理由は、代表取締役永田良一が当社を取り巻く環境及び経営状況等について最も熟知して
おり、当社グループ全体の業績を俯瞰しつつ、報酬委員会の答申の範囲内で各取締役の評価を行う
には最も適していると判断したためであります。
　取締役会は、当事業年度に係る個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内
容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

③ 当該事業年度に係る報酬等の総額等

(注) １. 上記支給額のうち、社外役員８名に対する報酬額等の支給額は61,800千円であります。
２. 取締役の報酬限度額は、2025年６月27日開催の株主総会において月額55,000千円以内（年額660,000千円以

内。このうち社外取締役分は月額5,000千円以内、年額60,000千円以内。）と決議いただいております。　当該株
主総会終結時点の取締役の員数は12名です。

３. 監査役の報酬限度額は、2003年６月25日開催の株主総会において月額3,600千円と決議いただいております。　
当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

４. 取締役の報酬は、個々の職責に基づく基本報酬に会社業績や経済情勢、実績等に基づく業績報酬を総合的に勘案し
て決定され、月例の固定報酬として支給されるもののみであります。
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会社役員に関する事項

区分 氏名 重要な兼職先、地位及び担当

取 締 役 福 元 　 紳 一
弁護士法人福元法律事務所 代表社員 弁護士
コーアツ工業株式会社 社外取締役
ソフトマックス株式会社 社外取締役
城山観光株式会社 社外取締役

取 締 役 山 下 　 　 隆 山下隆公認会計士事務所 所長

(3) 当事業年度中に辞任した会社役員
　該当事項はありません。

(4) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及
び監査役との間で、その取締役及び監査役の会社法第423条第１項の賠償責任について、会社法第
425条第１項が規定する最低責任限度額を限度とする契約を締結することができる旨を定款に定めて
おります。
　当該定款の定めに基づき、当社は、社外取締役福元紳一氏、社外取締役山下隆氏、社外取締役花田
強志氏、社外取締役戸谷圭子氏、社外取締役松枝千鶴氏及び社外取締役廣瀬由美氏と責任限定契約を
締結しております。

(5) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項の規定にする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
しております。その契約の内容の概要等は以下のとおりであります。
イ．被保険者の範囲
　　当社及び子会社の取締役、監査役及び執行役員
ロ．保険契約の内容の概要
　　当該保険契約により被保険者の職務の執行に関し責任を負うこと又は責任追及に係る請求を受け

ることによって生ずることのある損害を補填することとしております。ただし、被保険者の職務の
執行の適正性が損なわれないようにするため、被保険者が法令違反の行為であることを認識して行
った行為に起因して生じた損害等については、補填の対象外としております。なお、保険料は全額
を当社が負担しております。

(6) その他、当社役員に関する重要な事項
　該当事項はありません。

(7) 社外役員に関する事項 （2026年３月31日現在）
①　他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況、他の法人等の社外役員の兼職状況
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会社役員に関する事項

区分 氏名 重要な兼職先、地位及び担当

取 締 役 花 田 　 強 志 税理士法人れいめい 代表社員
株式会社れいめい 代表取締役

取 締 役 戸 谷 　 圭 子

明治大学 専門職大学院 グローバル・ビジネス研究科 教授
ストックホルム商科大学 欧州日本研究所 客員研究員
株式会社マーケティング・エクセレンス マネージング・ディレクター
株式会社肥後銀行 社外取締役(監査等委員)
キュービーネットホールディングス株式会社 社外取締役(監査等委員)

取 締 役 松 枝 　 千 鶴 松枝公認会計士事務所 所長
国立大学法人鹿児島大学 学外監事

取 締 役 廣 瀬 　 由 美
廣瀬由美税理士事務所 所長
株式会社カプコン 社外取締役
トレックス・セミコンダクター株式会社 社外取締役(監査等委員)

監 査 役 鑪 野 　 孝 清 いづろ法律事務所　代表弁護士

監 査 役 重 久 　 善 一 重久公認会計士事務所　所長

(注) 当社と上記の重要な兼職先との間には特別な関係はありません。
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会社役員に関する事項

区分 氏名 出席状況及び発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 福 元 　 紳 一
当事業年度開催の取締役会13回のうち13回に出席いたしました。当社の
期待する弁護士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための助言・提言を行っております。

取 締 役 山 下 　 　 隆
当事業年度開催の取締役会13回のうち13回に出席いたしました。当社の
期待する公認会計士・税理士としての専門的見地から、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

取 締 役 花 田 　 強 志
当事業年度開催の取締役会13回のうち13回に出席いたしました。当社の
期待する税理士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための助言・提言を行っております。

取 締 役 戸 谷 　 圭 子
当事業年度開催の取締役会13回のうち13回に出席いたしました。当社の
期待する経営学の専門家としての専門的見地から、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

取 締 役 松 枝 　 千 鶴
当事業年度開催の取締役会13回のうち13回に出席いたしました。当社の
期待する公認会計士・公認不正検査士としての専門的見地から、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っておりま
す。

取 締 役 廣 瀬 　 由 美
社外取締役就任後に開催の取締役会10回のうち10回に出席いたしまし
た。当社の期待する税理士並びに長年の税務行政において培ってきた専門
的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助
言・提言を行っております。

監 査 役 鑪 野 　 孝 清
当事業年度開催の取締役会13回のうち13回に出席、監査役会14回のうち
14回に出席いたしました。当社の期待する弁護士としての専門的見地か
ら、取締役会の意思決定の適正性を確保するための発言を行っておりま
す。また、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

監 査 役 重 久 　 善 一
当事業年度開催の取締役会13回のうち13回に出席、監査役会14回のうち
14回に出席いたしました。当社の期待する公認会計士・税理士としての専
門的見地から、取締役会の意思決定の適正性を確保するための発言を行って
おります。また、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

②　当事業年度における主な活動状況

(注) 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、取締役会決議があったものと
みなす電磁的方法による決議が5回ありました。

③　当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者であるものを除く）
の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずる者である事実

　該当事項はありません。

④　当社の子会社から当事業年度において受けた役員としての報酬等
　該当事項はありません。
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会社の体制及び方針

４. 会社の体制及び方針
剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様への安定的な利益配当を経営上の重要政策の一つとして認識しており、連結配
当性向30～40%を目処として、基礎的な収益力やキャッシュ・フローの状況等を勘案の上、決定す
ることを基本方針としております。
　2026年３月期の期末配当につきましては、Satsuma社の「Atzumi™」のパートナリング交渉
が遅れましたが、これを除けば概ね順調な業績であったと考えており、その他利益剰余金を原資
として１株当たり30円00銭とすることを2026年５月29日開催の取締役会において決議いたしまし
た。これにより、すでに実施した中間配当と合わせた年間配当は１株当たり50円00銭となります。
　なお、当社では、2006年６月29日開催の株主総会において、会社法第459条第１項に基づき、剰
余金の配当等を取締役会の決議により行う旨の定款変更を行っております。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（2026年３月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額
資産の部
流動資産

現金及び預金
受取手形、売掛金及び契約資産
棚卸資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産
のれん
その他
投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

　

42,988,777
18,536,325
7,304,856

15,114,090
2,205,775
△172,270
62,066,737
36,201,692
23,799,105

679,409
3,623,366
5,033,176
1,250,711
1,815,923
2,122,470
1,762,784
359,685

23,742,575
21,373,107

32,708
1,551,941
982,037

△197,220

　

負債の部
流動負債 39,325,311

支払手形及び買掛金 406,866
短期借入金 19,669,996
未払法人税等 966,195
前受金 14,705,860
その他 3,576,392

固定負債 22,240,951
長期借入金 21,121,025
リース債務 468,120
繰延税金負債 481,442
その他 170,363
負債合計 61,566,263
純資産の部
株主資本 34,649,589

資本金 9,679,070
資本剰余金 2,398,557
利益剰余金 22,572,741
自己株式 △780

その他の包括利益累計額 8,471,168
その他有価証券評価差額金 7,911,222
為替換算調整勘定 559,946

非支配株主持分 368,492
純資産合計 43,489,251

資産合計 105,055,514 負債・純資産合計 105,055,514
(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連結損益計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） (単位：千円)

科目 金額
売上高 32,524,960
売上原価 16,286,212
売上総利益 16,238,747
販売費及び一般管理費 13,584,841
営業利益 2,653,906
営業外収益
受取利息・配当金 239,895
持分法による投資利益 2,780,199
為替差益 152,555
その他 311,571 3,484,222
営業外費用
支払利息 293,216
支払手数料 1,597
その他 10,271 305,086
経常利益 5,833,042
特別利益
固定資産売却益 9,757
補助金収入 800,000
その他 65,926 875,684
特別損失
固定資産除売却損 446,608
減損損失 11,598
投資有価証券評価損 3,000 461,206
税金等調整前当期純利益 6,247,520
法人税、住民税及び事業税 1,003,497
法人税等調整額 709,827 1,713,324
当期純利益 4,534,196
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △32,500
親会社株主に帰属する当期純利益 4,566,696

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

貸借対照表（2026年３月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額
資産の部
流動資産

現金及び預金
受取手形、売掛金及び契約資産
棚卸資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車両及び運搬具
器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウエア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期貸付金
関係会社出資金
その他
貸倒引当金

　

35,883,835
12,564,736
6,415,337

15,222,204
1,864,464
△182,907
63,810,906
21,129,248
10,680,267
2,678,924

71,014
28,042

3,749,805
1,662,969
484,607

1,773,615
279,726
208,054
71,671

42,401,931
5,894,951

27,740,260
7,147,588
1,409,023
488,241

△278,133

　

負債の部
流動負債 42,384,408

買掛金 3,598,033
短期借入金 12,078,893
一年内返済予定の長期借入金 10,360,000
未払金 1,350,781
未払費用 1,169,967
未払法人税等 269,232
前受金 13,020,881
その他 536,618

固定負債 27,022,475
長期借入金 25,902,000
リース債務 451,555
繰延税金負債 537,005
その他 131,914
負債合計 69,406,884
純資産の部
株主資本 27,349,708
資本金 9,679,070
資本剰余金 2,303,557
資本準備金 33,305
その他資本剰余金 2,270,251
利益剰余金 15,367,685
利益準備金 966,134
その他利益剰余金 14,401,551
繰越利益剰余金 14,401,551

自己株式 △605
評価・換算差額等 2,938,150
その他有価証券評価差額金 2,938,150
純資産合計 30,287,858

資産合計 99,694,742 負債・純資産合計 99,694,742
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損益計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） (単位：千円)

科目 金額
売上高 29,538,909
売上原価 17,637,130
売上総利益 11,901,778
販売費及び一般管理費 11,144,667
営業利益 757,111
営業外収益
受取利息・配当金 2,785,863
為替差益 200,134
その他 448,793 3,434,791
営業外費用
支払利息 595,342
投資事業組合運用損 19,638
その他 1,597 616,579
経常利益 3,575,323
特別利益
固定資産売却益 85
補助金収入 800,000
その他 29,572 829,657
特別損失
固定資産除売却損 901,235
減損損失 11,598
関係会社株式評価損 665,618
関係会社貸倒引当金繰入額 67,652 1,646,104
税引前当期純利益 2,758,876
法人税、住民税及び事業税 209,292
法人税等調整額 23,219 232,512
当期純利益 2,526,364
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結会計監査報告

有限責任 あずさ監査法人
　福岡事務所
指定有限責任社員 公認会計士     東 　 大  夏業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士     上 原 義 弘業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2026年５月27日

株式会社　新日本科学
取締役会　御中

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社新日本科学の2025年４月１日から2026年３
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社新日本科学及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従
って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す
ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算
書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合
は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督
及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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会計監査報告

有限責任 あずさ監査法人
　福岡事務所
指定有限責任社員 公認会計士      東 　 大  夏業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士      上 原 義 弘業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2026年５月27日

株式会社　新日本科学
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社新日本科学の2025年４月１日から2026
年３月31日までの第53期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従っ
て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す
ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告
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会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計
算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第53期事業年度の取締役の職務の執行に関して、
各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け

るほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

(2) 各監査役は、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、
情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則
第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され
ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告

－ 51 －
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２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

株式会社　新日本科学　監査役会
常勤監査役 須 田　雅 一 ㊞
監　査　役 鑪 野　孝 清 ㊞
監　査　役 重 久　善 一 ㊞

2026年５月28日

　
(注) 監査役鑪野孝清及び監査役重久善一は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査

役であります。

以　上
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地図

●ＪＲ鹿児島本線 鹿児島中央駅 東口 徒歩３分
●駐車場のご用意はございませんので、近隣の有料駐車場をご利用いただくか、極力お車でのご来場はご遠慮ください。

・本株主総会の議決権行使は、書面（郵送）又はインターネットによる事前行使が可能ですので、利用をご検討
ください。

・書面（郵送）による事前の議決権行使をご利用いただく場合、議決権行使書に議案に対する賛否をご記入の
うえ、   2026年６月25日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご返送をお願いいたします。

・座席数を超える数の株主様がご来場された場合、ご入場いただけないこともございますので、あらかじめご
了承ください。

株主総会会場ご案内図
鹿児島県鹿児島市中央町26-１ 南国アネックス

TKPガーデンシティ鹿児島中央　２階　桜島プレミアム
お問合せ　☎099-294-2600　㈱新日本科学

鹿児島中央駅南

鹿児島中央駅北

鹿児島中央駅東口
共研公園入口
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